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2. 保険者機能強化推進交付金について 

 

 

 



 

 



国資料「平成29年介護保険法改正」より※ インセンティブ＝動機付け、見返り、あるいは報償(金)の意味（英語）

【交付額】 １３，９７３千円

予算総額（190億円程度）× 当該市町村の評価点数×当該市町村の第1号被保険者数

（各市町村の評価点数×各市町村の第1号被保険者数）の総和
＝

令和元年８月１３日内示での評価結果・交付額

【交付金の使途】
○地域支援事業の一般介護予防事業に充当し、自立支援・重度化
防止に活用
※一般介護予防事業の主な事業
・地域型元気はつらつ塾 ・地域おたっしゃサークル ・かがやき予防塾
・介護予防教室 ・介護支援ボランティアポイント制度 など

【評価点数】 ５６７点（満点６９２点） ※昨年度５６０点（満点６１２点）

【県内順位】 ３/１９保険者
【県内平均】 ４５１点 【全国平均】 ４２９点
【県内最高】 ６２６点
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令和元年８月１３日内示での評価結果

評価指標 項目数 合計点
うち
加賀市
採点分

うち国
採点分

Ⅰ ＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築 9項目 48点/80 48点/80 ―

Ⅱ 自立支援、重度化防止等に資する施策の推進

（１）地域密着型サービス 4項目 42点/47 42点/47 ―

（２）介護支援専門員・介護サービス事業所 2項目 15点/30 15点/30 ―

（３）地域包括支援センター 15項目 133点/143 121点/131 12点/12

（４）在宅医療・介護連携 7項目 62点/68 56点/56 6点/12

（５）認知症総合支援 4項目 38点/46 38点/46 ―

（６）介護予防/日常生活支援 8項目 89点/89 74点/74 15点/15

（７）生活支援体制の整備 4項目 46点/46 46点/46 ―

（８）要介護状態の維持・改善の状況等 4項目 30点/60 ― 30点/60

Ⅲ 介護保険運営の安定化に資する施策の推進

（１）介護給付の適正化 6項目 52点/59 40点/47 12点/12

（２）介護人材の確保 2項目 12点/24 12点/24 ―

合計評価点数 65項目 567点/692 492点/581 75点/111

※ 国採点分は、評価項目について全国順位の上位○％以内は○点などと評価される項目の点数。

（得点/満点）

令和元年８月１３日内示での減点項目
項目 指標 得点 配点 備考

Ⅰ③カ 2025年度に必要となる介護⼈材の数 0 2 計画時算定していなかった。

Ⅰ④
認定者数、受給者数、サービスの種類別の給付実績を定期的にモニタリ
ング（点検）しているか。

0 10 数値は把握しているが増減の要因考察と公表まではできていない。

Ⅰ⑤
第７期計画の要介護者数及び要⽀援者数の⾒込に対する実績を把握して
進捗管理を⾏っているか。

0 10 数値は把握しているが増減の要因考察と公表まではできていない。

Ⅰ⑥
第７期計画に定めたサービス⾒込量のうち、地域医療構想における介護
施設・在宅医療等の追加的需要に対応するものについて、実績を把握し
て進捗管理を⾏っているか。

0 10
追加需要はサービス⾒込量に溶け込んでいるがを分離して明確に出してい
ない。
追加需要の⾒込み量に関する分析はできていない。

Ⅱ⑴③
所管する介護サービス事業所について、指定の有効期間中に一回以上の
割合（16.6％）で実地指導を実施しているか。

5 10 10点は33.3%以上（20か所の実施が必要）

Ⅱ⑵①
保険者のケアマネジメントに関する基本方針を伝えるためのガイドライ
ン又は文書を作成した上で、事業者連絡会議、研修又は集団指導等にお
いて周知している

5 10

【1項目該当ごとに5点】
○ケアマネジメントに関する保険者の基本方針を、介護⽀援専門員に対し
て伝えている。
×基本方針を伝えるためのガイドライン又は文書を作成した上で、事業者
連絡会議、研修又は集団指導等において周知している。

Ⅱ⑵②
介護サービス事業所（居宅介護⽀援事業所含む。）の質の向上に向け
て、具体的なテーマを設定した研修等の具体的な取組を⾏っているか。

10 20

【1項目該当ごとに10点】
〇市町村が主催する研修等の他、市町村として、⺠間事業所等における⾃
主的な研修やスキルアップ等を促進するために財政⽀援を⾏う等具体的な
取組を実施している。
×地域⽀援事業における介護相談員派遣等事業を実施している。

Ⅱ⑶②
地域包括⽀援センターの３職種（準ずる者を含む）一⼈当たり高齢者数
（圏域内の第１号被保険者数/センター⼈員）の状況が1,500⼈以下

0 10 ３職種１⼈当たり1,897⼈＞1,500⼈

Ⅱ⑷⑦
居宅介護⽀援の受給者における「⼊院時情報連携加算」又は「退院・退
所加算」の取得率の状況はどうか。

6 12
【1項目該当ごとに6点】
「退院・退所加算」の取得率が、全保険者の上位５割に⼊らなかった。
（具体的な順位は不開⽰）

Ⅱ⑸①
認知症施策の取組について、各年度における具体的な計画（事業内容、
実施（配置）予定数、受講予定⼈数等）を定め、毎年度その進捗状況に
ついて評価しているか。

10 12

【1項目該当は10点、2項目で12点】
○計画に定めており、かつ、進捗状況の評価にあたり、第三者の意⾒を聞
いている
×認知症当事者（認知症の⼈やその家族）の意⾒は聞いている。
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令和元年８月１３日内示での減点項目
項目 指標 得点 配点 備考

Ⅱ⑸③
地区医師会等の医療関係団体と調整し、認知症のおそれがある⼈に対し
て、かかりつけ医と認知症疾患医療センター等専門医療機関との連携に
より、早期診断・早期対応に繋げるための体制を構築しているか。

6 12

【1項目該当ごとに6点】
〇関係者間の連携ルールを策定し、活用している。
（情報連携ツールや認知症ケアパスの使用ルールの共有等）
×認知症に対応できるかかりつけ医や認知症疾患医療センターを把握しリ
ストを公表している。

Ⅱ⑻③
中重度 【要介護３〜５】一定期間における、要介護認定者の要介護認
定等基準時間の変化率の状況はどのようになっているか。

0 15 全保険者の上位５割に⼊らなかった。（具体的な変化率や順位は不開⽰）

Ⅱ⑻④
中重度 【要介護３〜５】一定期間における要介護認定者の要介護認定
の変化率の状況はどのようになっているか。

0 15 全保険者の上位５割に⼊らなかった。（具体的な変化率や順位は不開⽰）

Ⅲ⑴④
福祉用具の利用に関しリハビリテーション専門職が関与する仕組みを設
けているか。

10 15

【1項目該当は10点、2項目で12点、3項目で15点】
○地域ケア会議の構成員としてリハビリテーション専門職を任命し、会議
の際に福祉用具貸与計画も合わせて点検を⾏う。
×福祉用具貸与計画の作成時に、リハビリテーション専門職が点検を⾏う
仕組みがある。
×貸与開始後、用具が適切に利用されているか否かをリハビリテーション
専門職が点検する仕組みがある。

Ⅲ⑴⑤
住宅改修の利用に際して、建築専門職、リハビリテーション専門職等が
適切に関与する仕組みを設けているか。

10 12

【1項目該当は10点、2項目で12点】
○住宅改修の実施前又は実施の際に、実際に改修を⾏う住宅をリハビリ
テーション専門職が訪問し、点検を⾏わせる仕組みがある。
×審査の際に、建築専門職、リハビリテーション専門職等により点検を⾏
う仕組みがある。

Ⅲ⑵②
介護⼈材の確保及び質の向上に関し、「介護に関する⼊門的研修」の実
施状況はどのようになっているか。

0 12
【1項目該当は5点】（県内全市町で0点）
×研修を実施している。
×研修修了者に対するマッチングを⾏っている。
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